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第１章 背景と目的 

 

(1)首都直下地震への備え 

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震では、三陸海岸から房総半島に至る

太平洋岸で、大津波により甚大なる被害が発生しました。これを踏まえ、国は防災基本計画

において、「あらゆる可能性を考慮した最大クラスの地震・津波を想定し、対策を推進する」

ことを規定しました。このような背景から、平成 25 年度に、内閣府による首都直下地震被害

想定の見直し[1] ～[2]、埼玉県による地震被害想定調査の見直し[3]、が実施・公表されました。 

和光市においても、上述のような国や埼玉県の動向や調査で得られた知見を踏まえ、首都

直下地震を対象とした地震被害想定を実施しました。 

 

(2)地域防災計画改訂等の前提となる調査 

 首都直下地震へ備えた埼玉県地域防災計画や埼玉県震災対策行動計画等を踏まえ、和光市

では地域防災計画の改訂を予定しています。より実践的な計画とするために、その前提とな

る被害数量や分布等を地震被害想定調査により詳細に評価するとともに、和光市の地震防災

上の課題を抽出しました。 

 

(3)最新のデータ・和光市独自のデータで計算を実施 

 平成 25 年度の埼玉県地震被害想定調査の結果の多くを利用して、防災計画の前提条件の整

合性を保ちます。一方、きめ細かい対策検討が可能となるように、50m メッシュの詳細な揺

れの評価を行い、50m メッシュ単位で取りまとめた詳細な建物データを用いた独自の被害推

定を加え、両者を組み合わせた総合的な評価を行いました。 
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第２章 被害想定の条件・手法 

 

第１節 和光市の概況 

 

(1)地勢：自然環境 

和光市の中央から南側にかけて台地が分布し、その中を越戸川、谷中川、白子川が南から

北へ流れ、これらの小河川沿いに狭小な谷底平野が分布しています。台地面の標高は、30～

40m で、地表面付近には武蔵野ローム層が分布しています。谷底平野では、河川によって堆

積した粘土・砂等が 3～5m 程度分布し、その下層には武蔵野礫層または東京層が続きます。

市の北側では東西方向に荒川が流れ、河川沿いに氾濫平野が形成されています。荒川や入間

川の氾濫で堆積した粘土やシルトが厚さ数 m で分布し、その下層に海底であった頃に堆積し

た厚さ3～5mの砂層及び厚さ20m程度のシルト質の層が続くやわらかい地盤となっています。 

 

(2)人口・交通：社会環境 

和光市の人口は、約 78,000 人です。｢統計わこう 平成 25 年度版｣によれば、15 歳以上就

業者数及び通学者数は、和光市常住者で 45,952 人、和光市で就業・通学する人が 34,022 人

です。和光市常住者で他市区町村に通う人が 32,223 人、他市区町村から和光市内に通う人が

18,384 人です。 

幹線道路として、市の中央を国道 254 号（川越街道）が東西に通っています。また、東京

外郭環状道路が南北に通り、和光 IC と和光北 IC の２つのインターチェンジが市内にありま

す。 

和光市内の鉄道駅は、和光市駅のみですが、東武鉄道（東武東上線）と東京メトロ（有楽

町線・副都心線）が通り、1日の乗降人員は合わせて約 33万人に上ります。 
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第２節 被害想定項目 

本調査では、平成 25年度埼玉県被害想定調査に基づき、表 2.1に示す項目について、被害

想定調査を実施しました。50m メッシュでの揺れおよび建物データを用いて、詳細に行って

いる点が本調査の特徴です。 

 

表2.1 本調査で対象とした被害想定項目 

大項目 小項目 予測内容 

揺れ・地盤被

害 

地震動 
表層の揺れ易さを評価し、埼玉県被害想定調査による基盤地震

動と組み合わせて評価（50ｍメッシュ） 

液状化 PL値による液状化危険度（50ｍメッシュ） 

急傾斜地崩壊 
急傾斜地崩壊危険箇所カルテと震度から、急傾斜地崩壊危険度

を評価（23箇所） 

建物被害 

揺れ・液状化 
建物築年・構造種別毎の揺れの大きさと被害率の関係から全壊

棟数、半壊棟数を評価（50ｍメッシュ） 

急傾斜地崩壊 
危険度ランク、震度別被害率から全壊棟数、半壊棟数を評価（23

箇所） 

火災延焼 

建物全壊率から時間帯別に出火件数を算出し、初期消火率から

炎上出火件数を算出。消防力を考慮して残火災件数を算出し、

延焼限界距離に基づくクラスター法により全焼棟数を評価：埼

玉県被害想定調査と同様（50ｍメッシュ） 

交通被害 

道路橋梁 埼玉県被害想定調査結果を採用（路線単位） 

道路閉塞 埼玉県被害想定調査結果を採用（路線単位） 

鉄道 埼玉県被害想定調査結果を採用（路線単位） 

ライフライン

被害 

電力 埼玉県被害想定調査結果を採用 

通信 埼玉県被害想定調査結果を採用 

都市ガス 埼玉県被害想定調査結果を採用 

上水道 埼玉県被害想定調査結果を採用 

下水道 埼玉県被害想定調査結果を採用 

復旧日数 埼玉県被害想定調査結果を採用 

人的被害 

建物倒壊 建物倒壊数と人口から死傷者数を評価（市全体） 

急傾斜地崩壊 
急傾斜地崩壊による建物被害と人口から死傷者数を評価（市全

体） 

火災被害 出火件数・焼失棟数と人口から死傷者数を評価（市全体） 

自力脱出困難者 建物全壊率と人口から評価（市全体） 

生活支障 

避難者 
罹災者と断水率から、１日後、１週間後、１ヶ月後について避

難所生活者数を評価（市全体） 

震災廃棄物 
建物の全半壊・焼失棟数から、発生する瓦礫の量を評価（市全

体） 

帰宅困難者 埼玉県被害想定調査結果を採用（市全体） 

住機能支障 埼玉県被害想定調査結果を採用（市全体） 

飲食機能支障 埼玉県被害想定調査結果を採用（市全体） 

衛生機能支障 埼玉県被害想定調査結果を採用（市全体） 

エレベータ停止 埼玉県被害想定調査結果を採用（市全体） 

中高層住宅支障 埼玉県被害想定調査結果を採用（市全体） 
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第３節 被害想定を行う発生時刻・気象条件 

 

地震による被害は、人々の行動や気象条件によって変わりますので、季節・時刻の異なる

以下の３ケースで想定しました。風速については、強風時（8m/s）の条件で想定しました。 

 

1) 冬深夜 

2) 夏12時 

3) 冬18時 

 

 

第４節 想定地震 

 

 平成 25 年度に実施された埼玉県地震被害想定調査[3]では、下記の①～⑤の 5 地震が想定地

震となっています。図 2.1 に地震断層の位置を示します。また、内閣府中央防災会議（首都

直下地震対策専門調査会）による被害想定[1]において、わが国では、｢全国どこでも起こりう

る直下の地震｣を防災上考慮する必要があるとし、その大きさも防災上の観点から過去の事例

から最大級の規模を想定して Mj=7.1（報告書では Mw=6.8（Mw：モーメントマグニチュード）

で記されていますが、ここでは Mj（気象庁マグニチュード）に換算して示します）としてい

ることから、⑥和光市直下 Mj=7.1 の地震（地表断層が不明瞭な地殻内の地震）も想定地震に

加えています。 

 

①東京湾北部地震(Mj=7.3) 

②茨城県南部地震(Mj=7.3) 

③元禄型関東地震 (Mj=8.2) 

④関東平野北西縁断層地震(Mj=8.1) 

⑤立川断層帯による地震(Mj=7.4) 

⑥和光市直下の地震(Mj=7.1) 

 

 異なる地震タイプについて検討することに配慮しつつ、この 6 地震について揺れの大きさ

を試算・比較した結果、下記の 3 地震を被害想定の対象としました。①の東京湾北部地震は

プレート境界型、③の立川断層帯による地震は活断層型、⑥の和光市直下の地震は全国どこ

でも起こりうる直下の地震です。 

①東京湾北部地震(Mj=7.3) 

③立川断層帯による地震(Mj=7.4) 

⑥和光市直下の地震(Mj=7.1) 
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和光市

 

図2.1 平成25年度埼玉県被害想定[3]における想定地震の断層位置 
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第３章 地震被害想定結果 

 

第１節 被害想定結果のまとめ 

 

 3 地震における被害想定結果の一覧を、表 3.1に示します。 
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表3.1 被害想定結果一覧[1/3] 
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表3.1 被害想定結果一覧[2/3] 
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表3.1 被害想定結果一覧[3/3] 
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第２節 被害想定結果（東京湾北部地震） 

 

【揺れ（震度）】 

 市の広範囲で震度 6強の揺れが想定されます。これは、1980 年以前に建てられた木造住宅

の多くが何らかの被害を受けると予想される大きさです（図 3.1）。 

 

【液状化】 

荒川付近の低地では、液状化の可能性が高いと想定されます。その他の低地でも、液状化

の可能性が想定されます（図 3.2）。 

 

【崖崩れ】 

 多くの急傾斜地崩壊危険箇所で、崖崩れが生じる可能性が高いと想定されます。 

 

【建物】 

 揺れ、液状化、崖崩れによる建物被害は、全市で全壊 412 棟（全建物の 2.8%）、半壊棟数

1,836 棟（全建物の 12.3%）と想定されます。本町、新倉一丁目・二丁目、白子二丁目・三丁

目、下新倉四丁目など木造住宅が多い地域で被害が多くなると予想されます（図 3.3）。 

 

【火災】 

 冬の 18 時に発生した場合、6 件の炎上出火となり、風速 8m/s の場合、延焼による焼失棟

数は 800 棟と想定されます（図 3.4）。 

 

【人的被害】 

 全市での人的被害は、冬 18 時のケースが死者が最大で、死者 59 人、負傷者 192 人と想定

されます。 

 

【ライフライン】 

 地震発生直後は、3,181 世帯で停電すると想定され、夏 12 時の場合、1,051 世帯（2.8%）

で 1日後も停電が続くと想定されます。 

固定電話は夏の 12 時の場合、23回線が不通になると想定されます。近年の災害事例から、

地震発生当日は、輻輳により通話は極めて繋がり難い状況になると想定されます。 

都市ガスは、地震発生直後は全て供給停止になると想定されます。 

 上水道は、11,390 世帯（30.8%）で断水になると想定されます。下水道管渠の被害による

機能支障は、17,272 人に及ぶと想定されます。 

 復旧に要する日数は、埼玉県全体で、電力 6 日、通信 14 日、都市ガス 55 日、上水道 30 日、

下水道 30日と想定されています。和光市が復旧主体となる上水道・下水道について、和光市

での復旧を被害数量から推定すると、上水道で 3日、下水道で 11 日となります。他の電力・

通信・都市ガスについても、和光市での被害は、荒川より東側の都市に比べ明らかに小さい
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ので、埼玉県全体の復旧よりは早まると想定されます。 

 

【交通・輸送施設】 

 市内を通る緊急輸送路では橋梁の大きな被害は生じないと想定されます。 

 鉄道は地震発生直後は運行停止になりますが、東武東上線・東京メトロ有楽町線が埼玉県

内で施設被害を生じる可能性は小さいので、長期に渡ることはないと想定されます。 

 

【生活支障】 

 避難者数は冬 18 時発生の場合、1 日後：約 22,000 人、1 週間後：約 18,000 人、1 ケ月後：

約 11,000 人と想定されます。 

 平日 18時発生の場合、11,284 人が和光市への帰宅が困難になると想定されます。 

 中高層住宅では、建物の損傷は軽微でも、エレベータが停止すると著しく日常生活に支障

が出ます。そのような被害は、約 240 世帯と想定されます。 

 建物の全壊・焼失による瓦礫である震災廃棄物は、焼失棟数が最大となる冬 18 時の風速

8m/s の場合、16万 m3と想定されます。 
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0 2km1km500m

－ 鉄道
－ 主要道路

震度7(6.5＜I)
震度6強(6.3≦I＜6.5)
震度6強(6.0≦I＜6.3)
震度6弱(5.8≦I＜6.0)
震度6弱(5.5≦I＜5.8)
震度5強(5.3≦I＜5.5)
震度5強(5.0≦I＜5.3)
震度5弱(4.5≦I＜5.0)

I:計測震度
地震動強さを表す指標値のひとつ。

 

図3.1 震度分布（東京湾北部地震） 

-12-



0 2km1km500m

－ 鉄道
－ 主要道路

震

高い(15＜PL値)
やや高い(5＜PL値≦15)
低い(0＜PL値≦5)
極めて低い(PL値＝0)

 

図3.2 液状化危険度分布（東京湾北部地震） 
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0 2km1km500m

－ 鉄道
－ 主要道路

壊

5.0棟～
4.0～5.0棟以下
3.0～4.0棟以下
2.0～3.0棟以下
1.0～2.0棟以下
0.5～1.0棟以下
0.0～0.5棟以下

 

図3.3 揺れによる全壊建物棟数分布（東京湾北部地震） 
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0 2km1km500m

－ 鉄道
－ 主要道路

壊

5.0棟～
4.0～5.0棟以下
3.0～4.0棟以下
2.0～3.0棟以下
1.0～2.0棟以下
0.5～1.0棟以下
0.0～0.5棟以下

 

図3.4 火災による焼失棟数分布（東京湾北部地震、冬18時、風速8m/s） 
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第３節 被害想定結果（立川断層帯による地震） 

 

【揺れ（震度）】 

市内の揺れは、震度５強以下と想定されます。 

 

【液状化】 

市北部の低地で、一部液状化の可能性があるものの、全体としては液状化危険度は高くな

いと想定されます。 

 

【崖崩れ】 

 急傾斜地崩壊危険箇所の半数程度で、崖崩れが生じる可能性がやや高いと想定されます。 

 

【建物】 

 揺れ、液状化、崖崩れによる建物被害は、全市で全壊 0棟、半壊棟数 53 棟と想定されます。 

 

【火災】 

 冬の 18時に発生した場合でも、炎上出火件数は 0件と想定されます。 

 

【人的被害】 

全市での人的被害は、冬深夜のケースが最大で、死者 0 人、負傷者 6 人と想定されます。 

 

【ライフライン】 

 地震発生直後は、16 世帯で停電すると想定され、夏 12時の場合、6 世帯で 1 日後も停電が

続くと想定されます。 

固定電話は夏の 12 時の場合、1 回線が不通になると想定されます。近年の災害事例から、

地震発生当日は、輻輳により通話は極めて繋がり難い状況になると想定されます。 

都市ガスの供給停止は、無いと想定されます。 

 上水道は、686 世帯で断水になると想定されます。下水道管渠の被害による機能支障は、

12,874 人に及ぶと想定されます。 

 復旧に要する日数は、埼玉県全体で、電力 1 日、通信 1 日、都市ガス 5 日、上水道 15 日、

下水道 20日と想定されています。和光市が復旧主体となる上水道・下水道について、和光市

での復旧を被害数量から推定すると、上水道で 1日、下水道で 8 日となります。和光市では、

都市ガスの供給は継続されますので、復旧に要する日数は 0 日と想定されます。電力・通信

についても、和光市での被害は、所沢市等の西側の都市に比べ明らかに小さいので、埼玉県

全体の復旧よりは早まると想定されます。 
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【交通・輸送施設】 

 市内を通る緊急輸送路では橋梁の大きな被害は生じないと想定されます。 

 鉄道は地震発生直後は運行停止になりますが、東武東上線・東京メトロ有楽町線が埼玉県

内で施設被害を生じる可能性は小さいので、長期に渡ることはないと想定されます。 

 

【生活支障】 

 避難者数は、1 日後：約 100 人、1 週間後：約 80 人、1 ケ月後：約 50 人と想定されます。 

 平日 18時発生の場合、11,284 人が和光市への帰宅が困難になると想定されます。 

 中高層住宅では、建物の損傷は軽微でも、エレベータが停止すると著しく日常生活に支障

が出ます。そのような被害は、約 124 世帯と想定されます。 

 建物の全壊・焼失による瓦礫である震災廃棄物は、ほとんど生じないと想定されます。 
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第４節 被害想定結果（和光市直下の地震） 

 

【揺れ（震度）】 

市北部の荒川沿いの低地で震度 6強となり、南側では震度 6 弱と想定されます。 

 

【液状化】 

市北部の低地で、液状化の可能性があると想定されます。 

 

【崖崩れ】 

 急傾斜地崩壊危険箇所の半数程度で、崖崩れが生じる可能性が高いと想定されます。 

 

【建物】 

 揺れ、液状化、崖崩れによる建物被害は、全市で全壊 250 棟（全建物の 1.7%）、半壊棟数

1,401 棟（全建物の 9.4%）と想定されます。揺れによる被害は、全市に分散した分布となり、

急傾斜地崩壊による被害は、白子二・三丁目や新倉二丁目で生じると想定されます。 

 

【火災】 

 冬の 18 時に発生した場合、2 件の炎上出火となり、風速 8m/s の場合、延焼による焼失棟

数は 162 棟と想定されます。 

 

【人的被害】 

全市での人的被害は、冬 18 時のケースが死者が最大で、死者 17 人、負傷者 123 人と想定

されます。 

 

【ライフライン】 

ライフラインについては、東京湾北部地震、立川断層帯による地震について、埼玉県によ

る被害想定結果を用いています。和光市直下地震を対象とした被害想定は行われていません

が、和光市内の被害は、揺れがやや大きい東京湾北部地震による地震よりやや小さいと想定

されます。復旧については、和光市以外での被害は、東京湾北部地震に比べ小さくなります

ので、東京湾北部地震の場合よりも早期に復旧すると想定されます。 

 

【交通・輸送施設】 

 市内を通る緊急輸送路では橋梁の大きな被害は生じないと想定されます。 

 鉄道は地震発生直後は運行停止になりますが、東武東上線・東京メトロ有楽町線が埼玉県

内で施設被害を生じる可能性は小さいので、長期に渡ることはないと想定されます。 

 

【生活支障】 

 避難者数は、1 日後：約 9,300 人、1 週間後：約 7,700 人、1 ケ月後：約 4,600 人と想定さ
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れます。 

 建物の全壊・焼失による瓦礫である震災廃棄物は、焼失棟数が最大となる冬 18 時の風速

8m/s の場合、3.7 万 m3と想定されます。 
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４章 防災対策上の課題 

 

 被害想定結果から、以下に示すような課題が浮かび上がってきます。今後、このような点

を踏まえた地域防災計画の改訂や埼玉県震災対策行動計画のようなアクションプラン策定等

に取り組んでまいります。 

 

【課題】多数の建築物被害の発生 

 建物被害が人の死傷、生活困難など災害の基となるものであり、建物の耐震化を進め被害

を抑えることなくして、災害を大幅に軽減することは困難です。平成 19年度に策定した和光

市既存建築物耐震改修促進計画に基づいて、耐震改修への補助等の施策を実行して住宅の耐

震化を進め、平成 27年度までに耐震化率 90%の目標達成（市有建築物は 100%）を目指してき

ました。この達成状況を検証し、新たな計画を立案し対策を進めてまいります。 

 また、大規模集客施設・体育館等の天井等の非構造部材の安全性を確保する対策も合わせ

て進めてまいります。 

 

【課題】火災延焼による焼失建築物の発生 

 和光市内の火災危険度が高い箇所は、崖地に囲まれ道路が狭く住宅が密集している場合が

多いので、被害推定よりも燃え広がる可能性があります。これまでも、危険性が高い地域に

消防団の施設を設けるなど、和光市の特性を考慮した対策を進めていますが、さらに道路の

拡張、延焼遮断帯の形成、オープンスペースの確保、等に取り組んでまいります。また、火

災の発生を防ぐため、感震ブレーカーの設置を推進してまいります。 

 

【課題】崖地や宅地擁壁の崩壊による住宅被害や道路閉塞の発生 

 和光市内には、急傾斜地崩壊危険箇所が少なくなく、その周辺は道路が狭く住宅が密集し

ているのが特徴です。したがって、崖崩れのみならず、宅地擁壁の崩壊や住宅倒壊によって

道路が閉塞されますと、避難や救助・消火活動に大きな支障をもたらすことが懸念されます。

宅地耐震化促進事業として取り組みが可能な箇所ではこれを推進すると共に、個々の住宅の

擁壁の補強については、市民への情報提供等を行って理解を頂きたいと思います。 

 

【課題】多数の避難者の発生 

 約 22,000 人という大量の避難者が予想されます。避難所となる学校の校舎については耐震

補強を完了していますが、体育館については未実施のものが残っています。さらなる公共施

設の耐震化の実施や、他の利用可能な施設のリストアップ等の備えを進めてまいります。ま

た、災害時要援護者及び福祉避難所、避難所の運営等、様々な課題に取り組み、生活への支

障を最低限に抑えるべく取り組んでまいります。 

 

【課題】交通機能の損傷 

 緊急輸送道路でさえも、片側一車線の区間が長く、橋梁被害、急傾斜地崩壊、建物倒壊、
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等により通行不能になる可能性があります。国や埼玉県と連携して、橋梁等の耐震化、沿線

建物の耐震化促進、速やかな道路啓開へ向けた体制作り、等に取り組んでまいります。特に、

災害対策基本法の改正を受け、放置車両への対応計画作り、に取り組みます。 

 

【課題】食料・物資の不足 

 首都広域で大量の被災者が発生し、かつ交通網が混乱すると予想されますので、備蓄され

ている食料や物資のみでは早期に不足することが懸念されます。様々な手段を用意して確保

し、また各避難所等へ確実に物資が行き渡るような仕組み作りに取り組んでまいります。 

 

【課題】帰宅困難者の滞留 

 和光市からの帰宅困難者及び和光市への帰宅困難者のみならず、川越市方面など東武東上

線沿線の通過点となることから多くの帰宅困難者の滞留が予想されます。また、東京メトロ

と東武鉄道のいずれかが運行停止となった際に、和光市駅では大きな混乱が生じることが予

想されます。鉄道事業者との連携、ガソリンスタンドやコンビニエンスストア等との協力体

制の確立等を一層進めてまいります。特に、企業での一斉帰宅の抑制策、学校での児童の引

き渡しルールの策定や、徒歩帰宅支援ステーションの設置などに取り組みます。 

 

【課題】震災廃棄物の処理 

 建物の瓦礫の量は、約 15 万トン（16 万 m3）に及ぶと推定され、安全確保のため速やかに

これを解体・撤去するため、倒壊建築物の解体・撤去体制の確立等を進めてまいります。 

 

【課題】市の危機管理体制の強化 

 夜間・休日に地震が発生した場合でも、速やかに職員が参集して市の災害対策本部を立ち

上げ、情報収集・連絡及び応援要請等の応急対応を行うことが、上述の施策を実行し、市民

の安全・生活を守る上で不可欠です。そのために、業務継続計画の策定や災害対応マニュア

ル等の充実を進めると共に、防災訓練の充実等に取り組んでまいります。 
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